
別紙

ヒアリング実施日：令和　8　年　2月　19日（木）

（１）事業内容について

　ア　更新方法について

●●町町有施設照明設備の一括LED化に関するサウンディング型市場調査　対話シート

【参加事業者名】　　　株式会社　あかりみらい

事業スキーム（ESCO事業、リース方式、その他の導入手法）の中で、当町にとって最も有効と思われる手
法についてご意見をお願いします。

全国で公共施設の一括LED化をコンサルティングしてきた経験から、2027年9月に製造終了する蛍光
管のLED化対策については、短期間で大量の施設の全面的照明改修の課題を解決するにはリース方式
が最適と考えており、現実に全国の自治体でリース方式が採用されています。
当社がコンサルティングして採用に至った自治体だけでも55を数え、現在も200以上の市町村が試算
を依頼し、入札方法の指導を求めています。

そもそも自治体のLED化は、従来、公共工事として建築営繕発注の手法で行われてきており、その公共
単価は民間相場よりも2倍から3倍以上の地域景気対策を目的としたしか思えない、現在の厳しい財政
を無視した手法の見積もりです。

LED化は従来の照明の7割から8割を削減する大幅な省エネルギーのための省エネ投資であり、電気料
金の削減効果を上回るような投資額は民間ではあり得ません。
従来の公共建築の税金ばら撒き発想を捨てて、民間手法で民間相場の見積もりを取るのが第一歩です。

ただし、現在求められているのは、もはや省エネ投資の回収や脱炭素を目的とするのではなく、安定器の
寿命が来た際にLED照明が入手できない場合には停電（不点灯）してしまい、公共施設の機能不全に陥
るばかりか最悪で施設閉鎖することを回避することが目的となります。

2023年の水銀水俣条約の締約は、今となっては中国のレアメタル戦略そのものであり、発光ダイオード
の原料となるレアメタルの輸出規制が始まっている現時点では、灯りと言う地域の社会基盤を守るため
に、国際情勢が緊迫する前に主要施設のLED化を終了させることが最優先となります。今までのよう
な、年に数件の予算確保でやってきた建築工事発注ではなく、1年間ですべての施設を終わらせる民間
手法はリース方式しかありません。

リースであれば、長期債務措置を取ることにより、電気料金の削減範囲での分割支払いにより、新規予算
の持ち出しなしに一気にすべての工事を終わらせることができます。また、いわばLED化が終わった最
初のひと月分の予算（電気料金の削減範囲）があれば、すべてのLED化工事を始められるのですから、年
度の途中でも着手することができます。

一部にリースとエスコを混同してエスコ方式を採用する自治体がありますが、
エスコとは電力削減成果を丸ごと業者が受け取って使い切るものであり、節水や照明で削減した金額を
デマンドコントロール装置や空調機器などに費やし、省エネ効果を省エネ投資に使い切るモデルです。
悪質な業者の中には、削減効果を保障すると称して、点灯時間の短い照明や価格の高い器具を対象外に
したり、過去の実績を都合の良い設定にして削減効果を多く見せるなどのごまかしをする業者もいます。
過去10年間の使用形態と同じ使い方をしなければ保証しないといった実行不可能な誤魔化しもありま
す。



安全性・耐久性・寿命性を踏まえた改修内容とするために、どのような事項がそれぞれのポイントとなる
かご意見をお願いします。

空調、暖房、照明、節水、デマンドコントロール、運用改善など省エネ全般を民間丸投げするという目的な
らばエスコのやり方もありえますが、大量の施設を短期間で行うことは不可能です。
こと照明のLED化については、物理的科学的に電力量の削減は明らかなのですから、エスコの考え方は
必要ありません。

理解の及ばないままに、エスコ業者と異様に長い改修期間を契約してしまい、契約上いまだにインバー
ター蛍光管からのLEDへの交換をできないでいる自治体もあります。

現在のLED照明製品は、製品性能も良くなり、よほどおかしな調達をしない限り、安全性にも耐久性にも
問題はありません。

安全性については、日本照明工業会が企業利益のために、日本独自の規格である器具の「まるごと交換」
を推奨しており、本来世界標準であるE13口金のLED管交換方式を妨害するために、「管交換は落下す
る、安定器を外さなくてはならない、火が出ることがある」という事実とは異なる誹謗中傷を業界ガイド
ラインで成文化しています。
これを真に受けて器具交換をしようとした自治体は、現在、昨年10月からの丸ごと交換器具の市場払底
で入札不能となっています。

管交換製品でも安定器バイパスをしないまま、交換できると言うレトロタイプの製品がまだ販売されてる
ようですが、これは安定器の寿命が来た時点で再度工事をしなくなければならないので、公共の改修に
は使えません。

また、同じ管交換型でも、これも日本が海外製品を阻むために、独自のガラパゴス規格で開発したE16
という口金の製品があります。これは十数年前に開発されたまま22ワットという非常に省エネ効率の悪
いまま改善されていません。世界水準では、既に11ワットの省エネ性能になっています。この日本独自の
口金では、国内生産が間に合わないと、海外から輸入することもできません。将来の汎用性を考えると、
これも公共では採用すべき製品ではありません。

なお、耐久性については、現在の製品であれば10年から20年ほどは故障しないと思われます。メーカー
保証の40,000時間、50,000時間というのは設置当初の明るさが70%まで減衰する時間を言ってい
て、40,000時間で突然切れると言うものではありません。
ただし、24時間点灯や屋外での設置、浴室やサウナ、調理室など高温多湿の箇所では設計、寿命に満た
ない場合もあります。

寿命性というより、将来の交換時期に関する課題ですが、現在のE13型片側給電方式は、今後も世界水
準として製造され続けていくと考えられますが、日本独自のガラパゴス規格であるE16型や器具丸ごと
交換方式は、10年20年後に製造されているかどうかには不安があります。
特に丸ごと交換方式のライトバーは、各メーカーでサイズも取り付け方も違うという致命的な問題を抱え
ており、将来的に廃番になったり、そのメーカーが照明分野から撤退した場合など、再び器具まるごと交
換しなくてはならないことになります。

管交換方式であれば、現在の蛍光管を取り替えるのと同じように素人でも作業できますが、丸ごと交換
のライトバーはメーカーによって取り付け方も違い、いちいち電気工事屋を出張させて、高い交換費用を
必要とすることになります。

そもそも、現時点で生産が間に合っていない器具の丸ごと交換方式は、現実的には採用が不可能と判断
すべきものです。



　イ 事業効果について

　ウ 事業完了までのスケジュールについて

別紙１「●●町町有施設照明設備の一括LED化対象施設一覧」に記載のある施設のうち、LED化の整備
状況が一部整備済となっている施設の既存LED設備の取り扱いについて、更新の要・不要も含めてご意
見をお願いします。

一部LED化した物と混在している施設については、基本的にはせっかく費用かけてつけたものはもった
いないので、そのままお使いになれば良いのと考えます。ただし、古いタイプのLEDでもうすでに灯りが
減容してしまっていたり、一部が切れているようなLEDについては今回のタイミングで取り替えてしまう
ことも検討すべきです。片側給電でつけたものならば、管を交換するだけで工事費はかかりません。明る
さの違うものや形状が違うものが同じ部屋に混在しているのは照明環境としてはあまり良くないかもし
れません。ただし、まだ新しく不自然でないものであるならば、そのまま混在していてもなんの問題はあ
りません。今回新しく取り付けたのと既存のものとの区別さえつけば、メンテナンスの責任分担もできま
す。当社では工事したものには色のついたシールを貼ることにしており、保証期間中の特定に役立てて
います。もしくは既存のLEDの方が少ないのであれば、こちらの器具にシールを貼るのもありになりま
す。
いずれにしても、現地調査をして、施設管理者の方の意見も聞いて判断することになります。

LED化事業によって期待できる温室効果ガス排出量の削減効果及び電気代の削減効果について、ご意

見を伺います（例：他自治体の公共施設における温室効果ガス排出量、電気代の削減効果等）。

LEDの電力消費量の省エネルギー効果は物理的に算定可能であり、現在の照明の消費電力とそれを
LED化したときのLED照明の消費電力との差に点灯時間と日数を上すれば事業効果が算定できます。
今まで、試算してきた自治体の事業効果例を一覧で示します。

（添付参考資料）
＊パーフェクトマニュアル一覧表

当町では、令和８年度末までに事業完了を目指しています。そのような中で、懸念されることがあればご
教示ください。

まず、現在の自治体LED化をめぐる状況は非常に厳しいものとなっています。全国の47都道府県、政令
都市、1700市町村が一斉にLED化を進めようとしており、それだけでも日本中のLED照明資材は不足
します。どのようなスケジュールを立てても、LED資材を入手できない場合は入札不成立となります。
また各照明メーカーは4月からの大幅値上げを予定しており、入札予定金額をそれに対応して設定して
おかなければ入札不成立となります。
工事の期間が問題なのではなく、少しでも早く入札を公示して、資材を確保することを最優先すべきで
す。
昨年10月より器具一体型のLED照明は市場からなくなっており、中国からのレアアース輸出規制が照明
分野に及んだときには、値上がりと品不足が長期にわたることが想定されています。

また、高市内閣の積極財政が進み始めると、当然市場金利も上がっていくので、リース総額も上がりま
す。
金利上昇の前にリース契約をしてしまうことをお勧めします。

工事期間自体は、どれだけの地元電気屋を投入できるかで決まりますが、別紙1の◯◯件程度ならば、半
年程度で完了することが可能です。通常10人程度の電気工事士を投入すると、1つの学校は土日2回で
LED化します。



（3）町民事業者の活用について

●●町の貴重な税金を使い、財政削減に役立つ省エネルギー投資をするのですから、町内の電気工事会
社を活用するのは当然です。

ただし、短期間で集中的に工事をするために、近隣から応援業者を呼ぶことが必要になることもありま
す。
あまりに地元活用にこだわりすぎて、業者の囲い込みによる入札妨害や、電気工事業組合の独占禁止法
違反となるような入札への関与、談合事例もあるので注意が必要です。

公募型プロポーザル参加時に、どのような情報が必要となるのか具体的に提示をお願いします。

●●市からは、対象となる施設の照明の種類と数がわかる資料を提示してもらいます。通常は各施設の
照明配置図と照明姿図をネット公開し、参加者はそれをもとに応札価格を試算します。あくまでLED化を
任せるリース会社とそのコンソーシアムを選定するための企画競争入札ですから、同一の条件で試算見
積もりさせれば良いことであり、資材の価格や性能、工事費、間接経費など各チームの積算のノウハウか
ら競争することになります。
実際の工事にあたっては、現地調査により当初の見積もりと変更することもあり、入札公示時点では設
定予算範囲で収まるかどうか、適切な単価で合理的に積算されているかどうかをチェックする事が評価
基準になります。
積算根拠もなく面積比で概算予想するなどいい加減な業者もいるので注意してください。

図面がない施設については、管理者が数を数えて、数目表として提示する場合もあります。適切なリース
コンソーシアムを選定することが目標なので、試算問題としては図面のある施設のみで競争することで
も問題ありません。

仕様書では、あくまで信頼できるリースのコンソーシアムを選択するために必要な条件を設定し、建築発
注のような詳細かつ不必要な要求はしないことが大事です。短期間で大量の作業を必要とするのですか
ら、手続きや竣工検査なども合理的に作業できるように協力体制を取らなければなりません。
参考：1月プロポーザル入札実施　久米島町要項
https://www.town.kumejima.okinawa.jp/docs/2025122500014/file_contents/02jissiyouryou.pdf

入札の要項や仕様書もシンプルにすべきであり、入札参加資格で縛ったり、不合理な製品仕様を設定し
てはいけません。いろいろなコンサルタントやメーカーが自社に有利な要項を作らせようと、事実と異な
る不合理な誤った情報を説明する場合がありますが、しっかりセカンドオピニオンをとって正しい仕様に
しなくてはなりません。プロポーザルの時間を十分に取ることで納得のできる提案を比較評価してくだ
さい。

本事業を実施するに当たっての町内事業者の活用について、ご意見があればお願いします。

（2）公募型プロポーザル参加時に必要な情報について



（4）その他

上記以外のことについて、ご意見等がございましたらご教示ください。

全国での入札事例を見る中で、明らかな談合や入札妨害が増えています。
特定のメーカーや建設系リース会社の常套手段として、自社の製品以外は使えないような仕様書にし
て、競合するリースチームには資材を提供しない、参加できないような価格を提示するという不正な手段
をとります。
指命競争入札の事例でも、6社に指名して5社が辞退、参加業者は入札上限価格の99.8%という信じら
れない結果の例もあります。

ある建設系会社のコンサルタントは、建設会社の協力会という組織を使って、地元電気工事業組合に圧
力をかけ、自社以外の工事を受けないように指示をするのが常套手段です。
組合自体が競争を阻害する事は談合であり、独占禁止法違反です。
電気工事業組合自体が入札に参加して、他のチームを受け入れないようにする仕様書を作らせた例もあ
ります。

このような不正を防止するためにも、入札要項には地元工事会社の名前を記載させず、プロポーザルの
中で聞き取ると言う方法とすべきです。どちらのリース会社が落札しても、地元業者を最優先するという
約束をさせれば良いのです。

庁舎の新築工事のような建築発注の詳細な仕様書は避けるべきです。参加申し込み資格の中に建築業
の不要なゼネコン級の資格を求めるような例もありますが、競争を阻害するものであり、参加者を減らし
価格が高くなるだけです。基本的に蛍光管を取り替えるだけの簡単な工事ですから、プロポーザルの中
で工事体制や工事品質を質問すれば良いのです。

多くの項目を納得いくまで質問し、もっとも信頼できて、総合的に●●町のためになるチームを選ぶ仕
組みにしてください。


